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所属機関に関する届出

（入管法第１９条の１６第１号及び第２号）について

１．入管法第１９条の１６は、雇用関係や婚姻関係などの社会的関係が在留資

格の基礎となっている在留資格について、在留期間の途中においてもその社会

的関係が継続しているかどうかを把握するため、中長期在留者（平成２４年７

月９日以降に上陸許可、在留資格変更許可、在留期間更新許可等を受けた中長

期在留者に限ります。中長期在留者の範囲については、出入国在留管理庁ＨＰ

（https://www.moj.go.jp/isa/publications/materials/newimmiact_4_index.

html）を参照してください。）に対し、その社会的関係に変更があった場合に、

その変更についての届出を義務付けています。このうち、同条第１号及び第２

号は、日本の企業や学校に所属している外国人に対して届出義務を定めていま

す。この届出は、変更が生じた日から１４日以内に、「出入国在留管理庁電子

届出システム」の利用、地方出入国在留管理局の窓口での書面の提出又は書面

の東京出入国在留管理局への郵送により行わなければなりません。

なお、「出入国在留管理庁電子届出システム」を利用して届出を行うに当た

っては、事前に「出入国在留管理庁電子届出システム」にアクセスして利用者

情報登録を行う必要があります。

（郵送先）

〒１６０－０００４

東京都新宿区四谷一丁目６番１号四谷タワー１４階

東京出入国在留管理局 在留調査部門 届出受付担当

（出入国在留管理庁電子届出システム）

https://www.ens-immi.moj.go.jp/NA01/NAA01S/NAA01STransfer

入管法第１９条の１６第１号は、「教授」、「高度専門職１号ハ」、「高度専門

職２号」（入管法別表第１の２の表の高度専門職の項の下欄２号ハに掲げる活

動に従事する場合）、「経営・管理」、「法律・会計業務」、「医療」、「教育」、「企

業内転勤」、「技能実習」、「留学」又は「研修」の在留資格をもつ外国人（以下

「１号該当者」と呼びます。）に対し、それぞれの在留資格に応じた活動を行

う機関（以下「活動機関」と呼びます。）の変更について、届出を義務付けて

います。

活動機関に変更があった場合とは、①活動機関の名前が変わったとき、②活

動機関の所在地が変わったとき、③活動機関が無くなったとき、④活動機関か
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ら離脱したとき、⑤新たな活動機関へ移籍したときの５つを指します。

なお、「高度専門職」に関する制度については、出入国在留管理庁ＨＰ「高

度人材ポイント制による出入国管理上の優遇制度」（https://www.moj.go.jp/

isa/publications/materials/newimmiact_3_index.html）を参照してください

（以下同じ。）。

入管法第１９条の１６第２号は、「高度専門職１号イ」、「高度専門職１号ロ」、

「高度専門職２号」（入管法別表第１の２の表の高度専門職の項の下欄２号イ

又はロに掲げる活動に従事する場合）、「研究」、「技術・人文知識・国際業務」、

「介護」、「興行」（本邦の公私の機関との契約に基づいて活動している場合に

限ります。以下同じ。）又は「技能」の在留資格をもつ外国人（以下「２号該

当者」と呼びます。）に対し、契約の相手方である機関（以下「契約機関」と

呼びます。また、活動機関と契約機関を合わせて所属機関と呼びます。）の変

更について、届出を義務付けています。

契約機関に変更があった場合とは、①契約機関の名前が変わったとき、②契

約機関の所在地が変わったとき、③契約機関が無くなったとき、④契約機関と

の契約を終了したとき、⑤新たな契約機関と契約を結んだときの５つを指しま

す。

２．以下では、いくつか具体的な例を挙げながら、どんな場合に届出が必要な

のかをご説明します。

【１号該当者に関する質問】

Ｑ１ 「教授」の在留資格で在留する外国人が、Ａ学校法人が経営するａ大学

からＡ学校法人が経営するｂ大学に異動した場合、届出が必要ですか？

Ａ． 大学の異動が活動機関の変更に当たりますので、ａ大学からの離脱、ｂ

大学への移籍の両方について届出が必要です。

Ｑ２ 「教授」の在留資格をもってＡ学校法人が経営するａ大学と雇用契約を

結ぶ外国人が、ａ大学の承諾を得て、ａ大学での活動を続けながらＢ学

校法人が経営するｂ大学と契約し、ｂ大学において３日間の集中講義を

行う場合、届出が必要ですか？

Ａ． ３日間の集中講義を行うだけであれば、外国人とｂ大学の間に在留の基

礎となる社会的関係がないと考えられるため、届出は必要ありません。

Ｑ３ 「教授」の在留資格をもってＡ学校法人が経営するａ大学と雇用契約を

結ぶ外国人が、ａ大学の承諾を得て、ａ大学での活動を続けながらＢ学
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校法人が経営するｂ大学と１年間の雇用契約を結び、ｂ大学においても

教授の活動を行う場合、届出が必要ですか？

Ａ． １年間にもわたって教授の活動を行うのであれば、外国人とｂ大学との

間に在留の基礎となる社会的関係があると考えられるため、届出が必要

です。

Ｑ４ 「教授」の在留資格をもってＡ学校法人が経営するａ大学で教授の活動

を行う外国人が、ａ大学における業務の一環として、Ｂ学校法人が経営

するｂ大学の研究室において、ｂ大学の研究員とともに１年間の共同研

究に従事する場合、届出が必要ですか？

Ａ． 外国人に対する指揮命令権、報酬支払義務等は依然としてａ大学に帰属

し、ｂ大学との間に在留の基礎となる社会的関係がないと考えられるた

め、届出は必要ありません。

Ｑ５ 「技能実習」の在留資格について、どの機関が「所属機関」に当たりま

すか？

Ａ． 企業単独型の技能実習の場合、雇用契約の相手方である実習実施機関が

所属機関に当たります。

団体監理型の技能実習の場合、講習を実施し、技能等修得活動期間に

おいても外国人に対する責任を負う監理団体及び雇用契約の相手方であ

る実習実施機関の両方が所属機関に当たります。

Ｑ６ 「研修」の在留資格について、どの機関が「所属機関」に当たりますか？

Ａ． 外国人に対して実際に研修を実施する機関が所属機関に当たります。

【２号該当者に関する質問】

Ｑ７ 「技術・人文知識・国際業務」の在留資格をもって日本企業Ａ社の日本

にあるａ支店で働く外国人が、同じＡ社の日本にあるｂ支店へ異動した

場合、届出が必要ですか？

Ａ． 雇用契約の相手方である契約機関に変更がないので、届出は不要です。

Ｑ８ 「技術・人文知識・国際業務」の在留資格をもって外国企業Ａ社の日本

にあるａ支店で働く外国人が、同じＡ社の日本にあるｂ支店へ異動した

場合、届出が必要ですか？

Ａ． 日本国内の支店を束ねる本店的な支店が日本国内にある場合には、日本

国内の支店間の異動を届け出る必要はありませんが、そのような支店が

国内にない場合は、日本国内の支店間の異動についても届け出る必要が
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あります。

Ｑ９ プロ野球の球団を経営するＡ企業と１年間の年俸契約を結び、「興行」

の在留資格で在留する外国人が、契約を更新した場合、届出が必要です

か？

Ａ． 従来の契約機関との契約を更新した場合には、「新たな契約」には当た

らないので、届出は必要ありません。

【１号該当者と２号該当者に共通する質問】

Ｑ10 Ａ企業と雇用契約を結ぶ外国人がその雇用契約を維持したまま、Ｂ企業

に出向することになった場合、届出が必要ですか？

Ａ． 必要です。

Ｑ11 Ａ派遣会社と雇用契約を結ぶ外国人がＢ企業に派遣され、その後Ｃ企業

に派遣された場合、いつ届出が必要になりますか？

Ａ． １号該当者は、Ａ派遣会社と雇用契約を結んだときの届出は不要ですが、

Ｂ企業への派遣、Ｂ企業からの離脱、Ｃ企業への派遣のすべての時点で

届出が必要になります。

２号該当者は、Ａ派遣会社との雇用契約を結んだときに届出が必要で

すが、派遣先の変更については届出は必要ありません。

Ｑ12 入国の時点で所属することが予定されていた最初の所属機関（当初から

複数の所属機関が予定されているときはそれらすべての機関）に所属す

る場合にも届出は必要ですか？

Ａ． 入国の時点で所属することが予定されていた所属機関に所属する場合に

ついては、届出は必要ありません。例えば、Ａ大学へ入学予定の外国人

が入学前に「留学」の在留資格で入国し、予定どおりＡ大学へ入学した

場合、入学のときに届け出る必要はありません。

また、Ａ監理団体とＢ実習実施機関による団体監理型技能実習に参加

Ａ社

ｂ支店

日本

海外

ａ支店

必要

日本

海外

ａ支店

ｂ支店ｃ支店

Ａ社

不要

不要
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する予定の外国人が「技能実習１号ロ」の在留資格で入国し、予定どお

りＡ監理団体の講習を受講し、その後Ｂ実習実施機関で技能実習を開始

した場合、Ａ監理団体もＢ実習実施機関も入国の時点で所属することが

予定されていた所属機関ですので、Ａ監理団体における講習開始・終了、

Ｂ実習実施機関による技能実習開始のいずれについても届出は必要あり

ません。

Ｑ13 「留学」の在留資格で在留する外国人が、日本の大学を卒業した後、日

本にあるＡ企業に就職することが決まったので「技術・人文知識・国際

業務」の在留資格に変更した場合、大学を卒業したことやＡ企業に入社

したときに届出が必要ですか？

Ａ． 大学を卒業した場合には大学からの離脱として届出が必要ですが、届け

出ることとされている１４日の期間中に在留資格の変更許可を受けた場

合には、それ以降、大学からの離脱について届け出る必要はありません。

また、Ａ企業は在留資格変更を許可する時点で所属することが予定され

ていた最初の所属機関ですので、Ａ企業に所属したことについても届出

は必要ありません。

Ｑ14 「高度専門職２号」の在留資格で在留する外国人が、複数の所属機関に

おいて活動しているような場合、全ての所属機関について届出が必要で

すか。

Ａ． 「高度専門職２号」は、幅広い活動を行うことができるものであり、当

該在留資格で在留する外国人が複数の所属機関において活動している場

合には、所属機関全てについてその変更等の事実を出入国在留管理庁長

官が継続して把握しておく必要があることから、複数の所属機関全ての

変更等について届出が必要です。

Ｑ15 「高度専門職１号イ、ロ、ハ」で認められている併せて行うことができ

る活動に従事する場合、その活動について届出が必要ですか。

Ａ． 「高度専門職１号イ、ロ、ハ」については、法務大臣が指定する「本邦

の公私の機関との契約に基づいて」又は「本邦の公私の機関において」

活動を行うことが求められており、これらの機関に所属していることが

在留資格の基礎とされるため、この機関に変更等が生じた場合には、届

出が必要です。これに対し、「併せて」行う関連事業の活動は、併せて行

うことができるにとどまり、在留資格の基礎となるものではないことか

ら、「併せて」行う関連事業の活動について届出は必要ありません。


